
【資料1－（３）】

 【社会資本総合整備計画　事後評価書】
地域における下水道の総合的な推進

（防災・安全）（第３期）（重点計画）

（防安・重点）



　社会資本総合整備計画 事後評価書
計画の名称 地域における下水道の総合的な推進（防災・安全）（第３期）（重点計画）

計画の期間   平成３０年度 ～   令和０３年度 (4年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 町田市

計画の目標 ・下水道の整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、良好な環境を創造する。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）               3,386  Ａ               3,386  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

H２９年当初 H３１年末 H３３年末

   1 浸水被害を軽減するため、浸水対策達成率を３７．２％から３８．２％にあげる。

雨水管面積整備率 37％ 38％ 38％

雨水管整備済み面積／計画雨水管整備面積

   2 避難施設にマンホールトイレを整備し、整備率を２２．０％から６７．６％に増加させる。

避難施設へのマンホールトイレ整備率 22％ 51％ 68％

マンホールトイレ整備箇所／避難施設（７１施設）

   3 処理場施設の地震対策を実施し、耐震化率を５６．７％から６０．１％に増加させる。

処理場施設の耐震化率 57％ 60％ 60％

耐震化済み延べ床面積（ｍ２）／処理場の延べ床面積（ｍ２）

備考等 個別施設計画を含む 〇 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む － 避難確保計画の策定 避難行動要支援者名簿の提供

1 案件番号： 



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H30 H31 R02 R03 R04 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

下水道事業

A07-001

下水道 一般 町田市 直接 町田市 終末処

理場

新設 地震対策事業 調査・設計・対策工事・耐震

補強工事・マンホールトイレ

整備工事

町田市  ■  ■  ■  ■         883 策定済

種別１：ポンプ場・管渠（汚水）を含む　H29-33地域おける下水道の総合的な推進（防災・安全）（第２期）にて同事業を実施。全体事業費514百万円、整備実績 マンホール耐震補強３基

A07-002

下水道 一般 町田市 直接 町田市 管渠（

雨水）

新設 浸水対策事業 雨水管整備 町田市  ■  ■  ■  ■       2,503 －

H29-29地域における住環境の改善及び浸水対策の推進（第２期）（重点計画）にて同事業を実施。全体事業費 2,503百万円、整備実績 管渠（雨水）456.95m

 小計       3,386

合計       3,386

1 案件番号： 



事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施時期

公表の方法

○事業効果の発現状況

定量的指標に関連する
交付対象事業の効果の発現状況

定量的指標以外の交付対象事業の
効果の発現状況（必要に応じて記述）

○特記事項（今後の方針等）

町田市の下水道事業は町田市下水道事業計画に基づき実施している。そのため、市の
下水道事業や経営計画について評価、審議するにあたり、事後評価を町田市下水道事
業評価委員会にて実施する。

事後評価の実施体制

          案件番号：

令和5年２月

市のホームページにて公表

【地震対策事業/処理場】：事業実施期間にて、耐震補強工事を実施し、処理場施設（成瀬クリーンセンター）における耐震化
率が６０.１％へ向上した。
【地震対策事業/管渠】：市内の避難施設へマンホールトイレを整備することで、災害時においても下水道の果たすべき機能を
保持し、清潔かつ衛生的な環境の確保に努めた。５か年で３３施設に整備し、整備率が６９．０％に向上した。
【浸水対策事業/管渠】：浸水履歴から優先度の高い対策箇所において雨水管整備を実施した。浸水被害の軽減を図り雨水管整
備率が３７．２％から３７．６％へ向上した。
また、２０２２年時点では、雨水管整備を実施した箇所において浸水被害は確認されていない。

各事業は次期計画である「地域における下水道の総合的な推進（防災・安全）（第４期）（重点計画）」にて継続して取り組んでいく。
・処理場施設の地震対策は、「町田市下水道総合地震対策計画（第Ⅲ期）」に基づき耐震化を確実にすすめ、建築物の構造強化を図り、処理場施設の耐震化率の向上
に努める。
・マンホールトイレ事業について、引き続き市内の避難施設にマンホールトイレを整備し、災害時における避難施設のトイレ機能の確保に努める。
・浸水被害の軽減のため、過去の浸水履歴から抽出した優先度の高い対策箇所において、雨水管整備などを行います。



○目標値の達成状況

番号
指標（略称）
目標値／実績値 目標値と実績値に差が出た要因

 1

雨水管面積整備率

最　終
目標値

38％
事業実施に際しての課題整理や関係機関との調整、他企業埋設管移設に多くの時間を要し、実施年度中に事業が完了まで至らず事業完了が計

画期間を超えてしまうことから、目標を達成できなかった。

最　終
38％

実績値

 2

避難施設へのマンホールトイレ整備率

最　終
目標値

68％
避難施設となる学校において校舎更新にあわせてマンホールトイレの追加整備を行うことにより、目標を上回ることができた。

最　終
69％

実績値

 3

処理場の耐震化率

最　終
目標値

60％
「町田市下水道総合地震対策計画（第Ⅱ期・第Ⅲ期）」に基づき事業をすすめ、処理場の耐震化率の目標値を達成した。

最　終
60％

実績値

1 案件番号：


